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1 . はじめに 本論の問題意識と検討課題
 金融危機で揺らぐ ｢預金保険制度＝小銀
行保護政策｣ という議論
2008 年秋のいわゆる ｢リーマン・ショッ
ク｣ に端を発する金融危機以降､ 米国で金融
監督制度の改革論議が活発になり､ 2010 年 7
月には 1970 年代以来の金融規制緩和・市場
主義政策を大きく転換する金融規制改革法
(Dodd-Frank Wall Street Reform and Con-
sumer Protection Act) が制定された｡ そ
の制度改革論議の一つの焦点が､ 2008 年秋
から 2009 年初頭にかけて大手銀行緊急・例
外的救済措置 (“too-big-to-fail”[大きすぎ
て潰せない] 規定1)) が相次いで発動された
連邦預金保険制度であった2)｡
連邦預金保険制度を巡る論議は､ かつて
1980 年代後半から 1990 年ごろにかけての銀
行大量破綻を受け米国議会においても学界に
おいても活発化し､ 1991 年の連邦預金保険
公社改革法 (Federal Deposit Insurance
Corporation Improvement Act of 1991
[FDICIA 法]) という制度改革が実現した｡
当時の論議においては そもそも連邦預金
保険制度が発足した 1933 年当時と同様
預金保険制度を小銀行保護のための制度､ と
位置づける議論が活発であった (代表的なも
のとして Calomiris and White [1994])｡
しかし今般の金融危機では､ 上述のように
大手銀行に対する緊急・例外的な“too-big-
to-fail”救済措置が､ もはや ｢例外的｣ とは
称せないほど相次いだ (Sorkin [2009]､
Johnson and Kwak [2010] Chapter 6､ 由
里 [2009b] pp. 27-28)｡ そのため､ 大恐慌
時代の制度発足以来 1991 年 FDICIA 法の制
定前後に至るまで連綿と繰り返されてきた
｢小銀行を (過度に) 保護するための (経済
原理を逸脱した) 制度｣ という連邦預金保険
制度に対する批判的指摘に関し､ 行政府・立
法府3)のみならず金融論研究者もまた､ 再考
を要請されているものと考えられる｡
このような現下の情勢に鑑みても､ 連邦預
金保険制度の発足の経緯とその立法化過程に
おける諸論議をあらためて振り返ることに､
意味があろう｡ そしてそのような再検証は､
主として FDICIA 法にならった現行の預金
保険制度を有するわが国の銀行監督制度を考
える上でも意義があろう｡ これらが本論の第
一の問題意識である｡
 リレーションシップ・バンキング論が照
射する ｢小銀行存続支援→中小企業金融
円滑化｣ という政策効果の連関と銀行合
同政策の弊害
前述のとおり､ 米国の銀行論諸研究におい
ては上述の 1991 年 FDICIA 法の前後に到る
まで､ 大恐慌時の連邦預金保険制度発足の主
たる立法意図 (そして効果) を､ ｢小銀行の
保護｣ とする論考が主流であった｡ しかしな
がら､ 1980 年代以降､ 銀行破綻の頻発がマ
クロ経済にも悪影響を及ぼすとの認識
(credit view) が経済学者の間で徐々に台頭
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し､ それら諸論考の多くは連邦預金保険制度
には直接言及していないものの結果として同
制度の経済政策的意義を裏打ちするものとなっ
た (Bernanke [1983]､ スティグリッツおよ
びグリーンワルド [2003] pp. 141-142､
Freixas and Rochet [2008] pp. 195-197､ な
ど)｡
さらに､ 1990 年代以降に金融仲介理論の
一翼を担うようになったリレーションシップ・
バンキング論 (Freixas and Rochet [2008]
pp. 99-107､ 村本 [2005]､ 由里 [2003]) に
照らせば､ 連邦預金保険制度が既存の銀行､
とりわけ中小企業融資に業務の中心を置く小
銀行の存続を政策的に支援することは､ 単な
る小銀行保護にとどまらず中小企業金融の円
滑化という政策効果をも､ もたらすことにな
中京企業研究30
図表 1
＊連邦預金保険制度は 1934 年初より実施 (同年末には 97％の銀行が加入)
出所：1933 以前－Wicker [1996] p. 2 (原データ：連邦準備制度理事会 [FRB])
1934 以降－FDIC [1997] p. A-1 (預金保険加入銀行のみ)
 米国の大恐慌～戦時期の商業銀行数の推移
 日本の金融恐慌～戦時期の普通銀行数の推移
出所：後藤 [1970] pp. 56-58
＊
る｡
以上のような政策効果 (小銀行の存続支援
は中小企業の金融円滑化に結びつく) に関す
る知見は､ それ自身として､ 2009 年秋以来
わが国の銀行監督政策の主眼点の一つとなっ
てきた ｢中小企業金融円滑化法｣ (2009 年 12
月施行) に照らしても興味深い｡ だが､ 米国
で連邦預金保険制度が発足したのと同じ
1930 年代､ わが国ではどのような小銀行政
策が行われていたのかということに目を転じ
れば､ 当時の日米間の際だった政策コントラ
ストにも関心を引かれざるをえない｡
すなわち､ 1927 年の昭和金融恐慌以降､
わが国の銀行監督当局は銀行システムの安定
を政策の基本目的に据え､ 1927 年銀行法施
行 (1928 年 1 月) 以降､ ｢無資格銀行｣ 6 百
余行をはじめとして中小銀行を合併・清算の
大波に引き入れた｡ 大手銀行に実質吸収合併
される場合を含め､ 中小銀行の消滅に伴う貸
出先情報の毀損がいかに金融仲介機能を妨げ
るか､ あたかも上述のような金融経済理論
(スティグリッツおよびグリーンワルド
[2003] p. 309) を例証､ ないしは信用収縮
に関する近年の国際的諸事例 (Group of
Ten [2001]) に鮮明な歴史的事例を付け加
えるかのように､ 激しい信用収縮が 1930 年
代初頭にかけて生じ､ 在来的中小企業の多く
に壊滅的打撃をもたらしたのであった (寺西
[2003] p. 178)｡
金融・経済危機が少なくとも政策的な焦眉
の的ではなくなった 1930 年代中葉において､
この銀行合同促進政策は新たに ｢小規模銀行
の群立は低金利政策の障碍｣､ さらには ｢金
融機関統制効率化のため｣ といった政策的根
拠を与えられ､ ｢一県一行主義｣ にまで到っ
た｡ 米国では 1935 年銀行法によって連邦預
金保険制度が恒久化され､ 商業銀行の総数が
1 万 3 千行台でほぼ安定した 1930 年代後半､
わが国では中小銀行が年 10％近くものペー
スで減少し続けた (前頁図表 1参照)｡
現在の学説・政策理念に照らせば ｢中小企
業の金融円滑化｣ に明らかに逆行していたと
評しうる上記のようなわが国の中小銀行政策
は､ 米国が採った預金保険制度等の小銀行存
続支援政策を一顧だにすることなく進められ
たのか､ わが国の政策過程・言論界・金融業
界などにおいて預金保険制度に関する紹介や
提言はなされなかったのか､ これらが本論の
第二の問題意識である｡
 本論の検討方法
本論が検討対象とする米国の連邦預金保険
制度､ そして副次的に検討対照とするわが国
の銀行合同政策は､ それぞれ銀行制度上の重
要な論点であり､ ほぼ同時代の 1930 年代か
ら近時のものまで､ 豊富な研究の蓄積がある｡
以下本論の 2 節 (米国の連邦預金保険制度の
発足) および 3 節 (わが国における預金保険
制度論議の欠如と銀行合同政策) は､ 基本的
にはそれら日米の既存研究を整理・概観する
かたちで述べ進めていく｡
なお､ 概ね 1990 年代以降の金融制度論や
銀行産業組織の研究分野では､ ごく一例をあ
げるだけでも高木・黒田・渡辺 [1999] や
Group of Ten [2001] など､ 国際的比較を
主眼とする研究が少なくないが､ 本論で見る
1930 年代の預金保険政策論議に関しては､
管見する限り､ 日米間の国際的比較ないしは
制度・政策理念の国際的受容・非受容の如何
を主題とする先行研究は見当たらない｡ その
意味で､ 本論は新たな視座を含み持つもので
あろう｡
2 . 米国 1930 年代初頭の銀行危機と連邦預
金保険制度の発足
 銀行危機の様相
米国の 1930 年代初頭の銀行危機の様相を
描いた研究書としては､ 同時代の観察者の手
になる Willis and Chapman [1934] の Part
1､ 戦後に書かれた代表的な米国金融通史の
一つである Friedman and Schwartz [1963]
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の Chapter 7､ 同銀行危機を主題としたより
近年の著作 Wicker [2000]､ また邦語文献で
は平田 [1969]､ 小林 [2009] などを挙げる
ことができる｡ 本論が主として着目する小銀
行に関しても その破綻件数の夥
おびただ
しさゆえ､
むしろ ｢小銀行こそ｣ と言うべきか それ
らの研究書によって既に十分書き留められて
お り ､ 以 下 で は そ れ ら ( 特 に Wicker
[2000]) に依拠して4)同銀行危機の様相の概
略を述べたい｡ (なお､ 以下本論で米国に関
する記述では､ 特記しない限り､ ｢銀行｣ と
は ｢商業銀行｣ を指す｡)
邦語文献で多く用いられてきた用語法に従
い本論でも ｢銀行危機｣ と概括的に称するが､
米国の 1930 年代のそれは､ 実際には時間軸
上も地理的にも輻輳した ｢危機｣ の波の集合
体であった｡ Wicker [2000] は､ 1930 年 11
月から 1931 年 1 月の銀行破綻の第 1 波 (806
行､ 預金総額 6.3 億ドル5))､ 1931 年 4 月か
ら 8 月の第 2 波 (573 行､ 同 5.0 億ドル6))､
1931 年 9 月から 10 月の第 3 波 (827 行､ 同
7.1 億ドル)､ そして 1933 年 2 月から 3 月の
第 4 波7) (全米的“bank holiday”[銀行業
務全面停止措置] を招来) に､ 銀行危機を区
分している｡
米国の 1930 年代銀行危機が､ 1929 年 10
月の株式市場大暴落に端を発する大恐慌
(the Great Depression) と緊密な連関を有
することには大方の合意があるようであるが､
中西部から南部の農業地帯に多く存する小銀
行との関連では､ とりわけ農業部門の景況に
着目する必要がある｡ そしてその米国の農業
部門は､ 侘美 [1988] pp. 20-23 などが述べ
るように早くも 1925 年以降に価格条件の悪
化に見舞われ､ 内部留保で負債比率を減ずる
ことができた大企業部門とは異なり ｢巨額の
債務を抱えたまま恐慌を迎えた｣ (平田
[1969] p. 100) のであった｡
銀行数が 2 万行を超える (1920 年代､ 前
掲図表 1 参照) 米国では､ 上記のような
農業部門の停滞もあり､ 1920 年代において
も中西部・南部諸州の農村部を中心に概ね年
4～7 百行程度の銀行 (ほとんどが小規模)
の破綻があった (図表 2 の“1921-29”の棒
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図表 2
出所：Keeton [1990] p. 30
米銀の規模別破綻率
(1921-29 年の破綻率は 1920 年 6 月､ 1930-29 の破綻率は1930 年 6 月､ 各々の時点の銀行数を分母として算出)
グラフ参照)｡
もっとも､ それらの破綻が銀行部門一般に
対する預金者の信頼を損なったり､ 実体経済
の妨げとなったりすることはなかった｡ しか
し､ 1930 年代の銀行危機においては､ 大都
市部にも銀行破綻の波が及び8)､ 都市によっ
ては域内大手行 (グループ) が経営不安に陥っ
て取付け騒ぎを誘発するようになった (以上､
Wicker [2000] pp. 2-8, 32-33, 69 など)｡ 銀
行破綻は小銀行や農村部に限った問題ではな
くなり (図表 2 の“1930-32”の棒グラフ参
照)､ 実体経済的にも大恐慌の深化要因にさ
えなった (Bernanke [1983]) が､ 1933 年 2
月までのフーバー政権下では､ 連邦政府が問
題解決に向けて政策主導することはなかった
(Wicker [2000] p. 131)｡
 連邦政府主導での銀行問題への取組み
ルーズヴェルトとスティーガル
a ) ｢連邦政府の行動を｣ という選挙民の付
託を受けた新大統領
1932 年 11 月にネバダ州が 12 日間実施し
た“bank holiday”(銀行業務全面停止措置)
という急場しのぎの策は､ 1933 年初頭にア
イオワ・ルイジアナの両州へと波及し､ デト
ロイトを覆う銀行取付の波を目
ま
の当たりにし
て 2 月 14 日にミシガン州知事が (打開の目
途なく) 実施して以降は､ またたく間に 33
州に広がった (他に 10 州が預金引出制限を
実施) (Wicker [2000] pp. 108, 116-129;
Silber [2009] pp. 21-22)｡ Wicker [2000] p.
125 が ｢銀行システムの崩壊 (collapse)｣ と
呼ぶ､ そのような事態に至ってもなお連邦政
府の政策対応がなされなかったのは､ フーバー
大統領が 1932 年 11 月の大統領選挙敗北から
翌年 3 月の政権交代まで“lame duck”(選
挙に敗れ任期満了を待つだけの政治家
[Burns et al. [1987] p. 770]) であったとい
う要因も大きかったのであろう｡
しかし､ Wigmore [1984] p. 421 が ｢大恐
慌の心理的最低点 (lowest points) の一つ
を画した｣ と呼ぶ 1933 年 3 月 6 日の全米
bank holiday は､ のちに“The (First) 100
Days”(たとえば Alter [2006] Part Four)
として知られるようになるルーズヴェルト大
統領就任直後の諸改革 (連邦預金保険制度を
含む)､ より広くはニューディール諸改革の
発端でもあった｡ フーバー政権下における大
恐慌の深化､ 企業破綻や失業の多発は､ それ
まで伝統的に各人の自助努力のみに依拠すべ
き世界とされてきた経済活動諸領域への連邦
政府の介入を是とする世論を台頭させた
(Gerston [1997] p. 23)｡ そのような世論に
訴えて当選したルーズヴェルト大統領には､
(内政面では州権よりも消極的な役割にとど
まってきた) 連邦政府の役割を恐慌対処のた
め積極的に発揮すべしという選挙民の付託
(mandate; Jones [1994] pp. 153-164) を受
け､ 諸改革の機会が広がっていた (｢政策の
窓｣ が開いていた9)) と解せられる｡
Silber [2009]は､ 連邦準備制度理事会
(FRB) も復興金融公庫 (RFC) も銀行危機
に対して積極策を欠く10)なか､ ルーズヴェル
ト大統領が全米 bank holiday の最中､ 1933
年 3 月 12 日の第 1 回 ｢炉辺談話 (fireside
chats)｣ (週ごとのラジオ演説) において
｢健全な銀行 (のみ) の窓口再開｣ を直接国
民に向かって確約したことが銀行不安の沈静
化に大きく寄与した､ と論じている｡
その ｢確約｣ 実現のための行政手段も既に
一部具体化していた｡ 同年 3 月 9 日に連邦議
会で可決された ｢緊急銀行法 (Emergency
Banking Act)｣ は､ 大統領の銀行危機対処
権限､ FRB の緊急通貨発行権､ RFC の銀行
優先株引受プログラムなどを盛り込んでいた
(Silber [2009] pp. 24-26)｡ この緊急銀行法
は､ 同年 6 月の ｢1933 年銀行法 (Banking
Act of 1933)｣ の素地となっていくのである
が､ 後者の立法化過程で盛り込まれた唯一の
議会側主導の制度改革が連邦預金保険制度の
創設であった (Golembe [1960] pp. 181-182)｡
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b ) 連邦預金保険制度の論議とスティーガ
ル議員の貢献
1933 年銀行法制定に至る連邦預金保険制
度論議に関し､ 先行研究として筆者が依拠し
たのは Golembe [1960] ､ Vedder [1965]
Chapter Ⅲ､ Flood [1992]､ 戸田 [1985] お
よび向笠 [2003] である｡ それらのうち､
Golembe [1960] は 19 世紀来の預金保険制
度論議を銀行・通貨政策の観点から俯瞰し､
他の英文 2 論考は 1933 年の論議に焦点を当
て､ 向笠 [2003] は 1932 年の下院での論議
で連邦預金保険制度の構想はほぼできていた
として同年の論議の論点に関しても立ち入っ
て紹介し､ 戸田 [1985] は 1930 年以降の議
会・政権の動きを通覧している11)｡
上記 a)でみたように､ 圧倒的にルーズヴェ
ルト大統領府主導型の当時の政策策定環境下､
同大統領が気乗りでなかった連邦預金保険制
度を 1933 年銀行法に盛り込ませたのは､ ス
ティーガル下院議員 (Henry B. Steagall､
民主党－アラバマ州) であった｡ 同議員は､
下院銀行通貨委員会に所属し南部農業州およ
びそれらの地域にも多い小銀行の利害を代弁
し続けていた｡ 1920 年代半ば以来､ 連邦預
金保険制度を提唱12)しては本会議以前の段階
で敗退し続けていた同議員であったが､ 1930
年に下院銀行通貨委員長に就任し､ 銀行危機
が昂進する 1932 年には同制度を盛り込んだ
銀行法案の下院本会議可決にまでこぎ着けて
いた (以上､ 向笠 [2003] pp. 36, 50-51)｡
本論では連邦預金保険制度をめぐる対立的
諸論点 (次段 ) にむしろ紙幅を割きたい
がゆえ､ 1932 年から 33 年にかけての審議過
程に関しては､ 邦語文献でもある戸田 [1985]・
向笠 [2003] に譲る｡ ただ､ スティーガル議
員との関連で､Golembe[1960] が ｢スティー
ガル議員の忍耐強さ (perseverence)｣13) を連
邦預金保険制度実現の主因の一つ14)に挙げて
いること､  ｢グラス・スティーガル法｣ と
して知られる 1933 年銀行法ではあるが､ 米
国東部 (大手) 銀行界の利害を重視する民主
党金融族主流派のグラス上院議員 (民主党－
バージニア州) と中西部・南部の小銀行の利
害を代弁するスティーガル議員とはしばしば
対立した そして次段で述べるように小銀
行側をより利する方向に傾斜した立法成果が
実現した ことを指摘しておきたい｡
 連邦預金保険制度をめぐる諸論点
筆者が見出し得た限り､ 1933 年銀行法の
立法過程で論議の対象となった連邦預金保険
制度をめぐる諸論点を最も包括的に､ かつ分
類 整 理 の う え 呈 示 し て い る の は Flood
[1992]15) である｡ 以下では同論考が整理して
呈示した諸論点の概略を示す (同論考の記載
内容と紛らわしくならないよう､ 筆者による
補完的記述は注記に回した)｡ なお同論考に
は､ 本論の 4 節 [結びに代えて―政策相違の
要因として横たわる日・米の社会的基層の差
異] の主題上着目すべき議会発言も多く紹介
されており､ 同節においても取り上げる｡
a ) 論議の基本線
銀行のモラルと社会的正義
大恐慌の原因が 1929 年以前の株式市場を
はじめとする投機熱にあり､ 国全体が過度の
金銭欲に駆られたことに対する報いが大恐慌
であった､ との見方が議会においても支配的
であったため､ 預金保険に関しても､ それが
銀行のモラルや社会的正義の回復に資するか
否かが論議の基本線をなした｡
反対派は ｢経営モラルに欠けた破綻行を健
全に運営されてきた銀行の拠出金や国民の税
金で救済する必要はない｣ と述べ､ 賛成派は
｢破綻のつけを預金者が引き受けることは社
会的正義に反する｣ と応酬した｡ また､ 小銀
行擁護派 16)は ｢連邦預金保険制度は二元銀行
制度17)を崩壊させる策謀であり､ 1920 年代
にも放漫経営や強欲と無縁であった単店銀
行18)の基盤を損なうことは道義上許されない｣
と主張した｡
(上記で下線を引いた 3 つの派が各種論点を
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通じ主要な対立構図をなした｡)
b ) 預金保険が保険制度として成り立つか
どうか
反対派は､ 1920 年代以前に州単位で導入
された十指にのぼる預金保険制度が全て失敗
に終わった19)､ という事実をまず強調した｡
これに対し賛成派は､ 全米規模で地理的・産
業基盤的分散が効いた預金保険制度のほうが､
州単位の制度よりもはるかに保険制度として
成り立ちやすい､ と応じた｡ 反対派 (中でも
東部・大手銀行業界) は再反論し､ 1920 年
代の銀行破綻例が農村部小銀行に偏倚してい
ること､ 仮にその偏倚を度外視しても預金保
険の仕組みそのものが存続 (しうる経営を続
けてきた) 銀行から破綻 (すべき経営を行っ
てきた) 銀行への補助金を内包し不当である､
と述べた｡ この主張は賛成派にも影響を与え､
少額預金しか全額保証されないように法案修
正が行われる20)とともに､ 彼らは ｢(預金保
険で保護されぬ) 大口預金者による経営への
規律付けは残る｣ と述べた｡
(なお､ 保険の制度設計の基本であるリスク
に応じた保険料率の導入が議会で論議されな
いことに関し､ 大手銀行側からは疑問の声が
あった [Flood [1992] p. 58]21)｡)
c ) 預金を保護すること自体の是非
先に ｢a)論議の基本線｣ においても述べ
たように､ 1933 年当時､ 銀行を含め金融業
界全体が世論の激しい非難に晒されていた｡
｢銀行に金をぼったくられた罪なき小口預金
者｣ というイメージ22)は､ 銀行危機が長引き
ますます多くの国民の預金が毀損していくに
つれ､ 議員たちにとっても絶えず念頭におく
べきものとなった｡
賛成派は ｢預金は国民の所有財産であり我々
はそれを保護する仕組みを作らねばならない｣
と述べた｡ 守勢を余儀なくされた反対派は､
国民が預金を取り戻す権利の自明さを認めつ
つも､ 預金保険が預金の安全性を保証するの
でなく､ 銀行が破綻しないような銀行制度を
構築することこそ根本的な解決策だ､ と応じ
た｡
d ) 望ましい銀行監督制度・銀行産業のあ
り方
(Flood [1992] p. 69 は､ この論点こそ
連邦預金保険制度論議の基底をなしてい
た､ とする｡)
反対派は､ 上記 c)の議論に続けて､ 州法
銀行が容易に設立認可されがちで監督も甘く
なりがちであること､ その結果“over-ban-
king”状態が各地で生じ､ それらの事象が
相まって銀行破綻を増加させた､ と主張する｡
加えて彼らは､ 通信技術や自動車の発達・普
及という社会の変化を挙げ､ 支店制銀行のシェ
ア拡大こそが理に適っており､ 現に支店制銀
行主体の隣国カナダでは銀行破綻が生じなかっ
た､ と述べた｡ グラス議員はこの考え方に近
く､ 連邦預金保険加入の条件として連邦準備
制度加盟 (2.5 万ドルの最低資本額要件あり)
を義務づけ､ 他方で銀行支店規制を緩和する
ことで､ 結果的に小銀行の整理淘汰や二元銀
行制度の実質一元化を目指していた｡
小銀行擁護派は､ グラス議員が企図するよ
うな連邦権限の拡張と預金保険との組み合わ
せを嫌うがゆえに､ 具体的な預金保険法案に
対しては反対する傾向もあり23)､ 法案審議が
紆余曲折する主因の一つとなった｡ しかし結
局は､ 金融機関の大型化や都会の銀行の勢力
拡張を嫌う米国人の伝統的心情24)を代弁する
小銀行擁護派に賛成派および政権側が共鳴な
いしは妥協して25)､ 連邦預金保険制度の立法
化へとつながった｡
 連邦預金保険制度実施の効果
1933 年銀行法 (1933 年 6 月 13 日大統領署
名) により連邦預金保険公社 (Federal
Deposit Insurance Corporation [FDIC])
が法定化され､ 1934 年 1 月より暫定的預金
保険基金 (Temporary Deposit Insurance
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Fund) が機能しばじめた｡ 翌 1935 年 8 月成
立の 1935 年銀行法 (Banking Act of 1935)
により､ FDIC および連邦預金保険制度は恒
久化された｡ 同法の審議過程では､ 1933 年
(連邦預金保険制度をめぐる対立が銀行法案
全体を危殆に瀕せしめた) とは様変わりして､
既に世論調査でも好評を博していた預金保険
制度を継続させることに関し異論はほとんど
なかった (Vedder [1965] pp. 63-65)｡ (1933
年銀行法以降 1935 年銀行法までの預金保険
制度規定の詳細とその変遷に関しては小林
[2009] pp. 304-312 を､ また､ 1934 年発足
以降の FDIC の組織・活動などに関しては､
Vedder [1965]､ 小林 [2009] pp. 312-339､
戸田 [1985]､ 山城 [1995]､ 向笠 [2003] な
どを参照｡)
連邦預金保険制度が金融システムにもたら
し た 効 果 に 関 し て は ､ Friedman and
Schwartz [1963] p. 434-442 の評価が代表的
であろう｡ 同書は連邦預金保険制度を ｢南北
戦争後の州法銀行紙幣の駆逐以外に金融史上
かつてなかったほどの通貨的安定性をもたら
した｣ (p. 434) と､ 高く評価する｡ そして､
連邦預金保険制度が 1930 年に存在していた
ならば､ 銀行破綻と預金－通貨比率の低下
[預金者の不安心理増大による預金大量引出・
貨幣退蔵] の連鎖も防ぎ得たであろう､ と述
べる｡ 実際､ 前掲図表 1 が示すように､
同制度が 1934 年に機能し始めて以来､ 商業
銀行の数は極めて安定的に推移した｡
また､ Bernanke [1983] (著者は現在の
FRB 議長) は､ 大恐慌期において銀行部門
の危機が銀行と借り手 とりわけ中小企業・
個人 との間の金融仲介コストを高め26)､
大恐慌をさらに深刻化させた､ と指摘した
([不況期の] 金融政策波及経路に関する
“credit view”論27)の先駆)｡ この理論に照
らせば､ 連邦預金保険制度の導入によって小
銀行 (中小企業・個人向け貸出にほぼ特化)
の破綻を抑止した (Vedder [1965] pp. 104-
110)､ また業況悪化が著しい場合にも FDIC
の仲介により破綻ではなく近隣小銀行への被
吸収合併の方途を探った (同 pp. 102-103,
より近年の運営スタンスにつき由里 [2009a]
pp. 35-37) ことは､ 中小企業・個人部門の
金融円滑化に寄与したであろう｡
もっとも､ 中小企業部門の研究者からは､
概ね 1930 年代末まで (1940 年戦時産業動員
開始 [河村 [1995] pp. 91-92] により状況
は一変)､ 同部門は低収益性・高廃業率の状
況を脱することはなかった､ との報告が多い
ように見受けられる (Phillips [1958] pp. 49-
59 ､ Blackford [1991] pp. 71-74 ､ 山崎
[1970])｡ それらの論考によれば､ 大恐慌の
もと大企業部門を解雇された人々が中小企業
部門に流れ込み過当競争状態を招来した､ と
いう要因もあった｡ また､ Weissman [1979]
pp. 39-46 によれば､ 政府が試みた公的融資
制度よりも結局は小銀行が中小企業にとって
の頼みの綱であったが､ 小銀行とて融資基準
を緩める情勢にはなく (その背景には銀行検
査当局の姿勢も)､ 当時の公的調査などから
も資金ニーズの未充足状況が浮かび上がる､
という｡
最後に､ これは連邦預金保険制度の効果と
いうより同制度を含めた 1930 年代前半の一
連の小銀行関連政策論議の所産であるが､ 小
銀行業界が独自の業界・圧力団体を有するよ
うになったことも挙げておきたい｡ 現在約 5
千行の加盟銀行を擁する米国経済界全体でも
有数の業界・圧力団体となった ICBA (In-
dependent Community Bankers of
America) は､ 代表的な農業州の一つミネソ
タ州で 1930 年 5 月に 28 人の銀行家たちによ
り 結 成 さ れ た Independent Bankers
Association [IBA] を原型とする｡ 同業界
団 体 の 最 初 の ｢ 議 会 闘 争 (legislative
fight)｣ は 1933 年ミネソタ州議会における
銀行支店規制緩和法案への反対闘争であり､
その成功により､ 首都ワシントンで連邦議会
に対する働きかけが開始され､ 1946 年まで
には中西部諸州を中心に 1,600 行が加盟する
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ようになった (以上､ Independent Banker,
Mar. 2005, pp. 26-28, Apr. 2005, pp. 79-86)｡
同時期のわが国では､ 次節で見るように小
銀行が銀行合同政策により消滅していき､ 残
る地方銀行も戦時下において ｢金融統制｣ と
いう国策に服せしめられ､ その業界団体 (地
方銀行協会) も統制経済システムの一部 (地
方銀行統制会) となった (全国地方銀行協会
[1961] p. 247､ 牧村 [1980])｡ それに対し
米国では戦時を含め議会での意見表明の機会
が小銀行の業界団体にも開かれていたのであっ
た｡
3 . わが国における預金保険制度論議の欠如
と銀行合同政策
 わが国における米国預金保険制度の紹介
前節でみた米国における連邦預金保険制度
に関する論議・立法およびその効果などは､
当時のわが国ではどのように伝えられたので
あろうか｡ 筆者は､ 米国で大恐慌が始まった
1929 年から 1935 年銀行法の 2 年後の 1937
年までの､ わが国の経済・経済政策関連誌に
おける同制度関連論文・翻訳を調べた28)｡ そ
の結果､ 米国の銀行危機､ ニューディール諸
改革､ 1933 年・1935 年の銀行法､ そして連
邦預金保険制度そのものに関しても､ 国内刊
行誌だけでかなりの情報が伝えられていたこ
とを知ることができた｡ (以下､ 雑誌・論題
等の漢字字体・仮名表記は現代式に変更｡)
たとえば､ 大蔵省理財局 『調査月報』 は､
米国の大恐慌・銀行危機ならびにニューディー
ル諸改革に関し､ 米国における立法や調査公
表と数ヶ月～半年程度の時間差で､ 時に冊子
の過半の紙幅を割いて調査や翻訳を掲載して
いる (米国関連の比重は 1933 年がピーク29))｡
連邦預金保険制度に関しては､ その発足前の
昭和 8 年 11 月号において､ The United
States News 紙の解説記事の翻訳を掲載して
いる (pp. 185-195)｡ また､ 東京銀行集会所
『銀行通信録』 は､ 昭和 10 年 2 月号から同 4
月まで 3 回にわたり計約 50 ページにも及ぶ
｢連邦預金保険研究｣ (松村 [1935]) を掲載
している｡ さらに､ 『銀行研究』 (文雅堂) は､
米国の銀行業界の動向 (chain/group bank-
ing 台頭や破綻頻発など) をしばしば伝える
とともに､ 連邦預金保険制度 (昭和 8 年 10
月号)､ ｢窮状銀行の救済策｣ (昭和 9 年 2 月
号･ 5 月号)､ 1933 年・1935 年銀行法 (飯田
[1935]､ 栗栖 [1936]) など､ 米国銀行制度
の変化に関しても時宜を失せず大学教授や銀
行調査部門の手になる論考を掲載している｡
 預金保険制度は政策選択肢としては議論
されず
もっとも､ 上記のように連邦預金保険制度
の紹介が時間的にも内容的にもさしたる不足
なく行われていたことが､ 同制度がわが国に
おいても政策的選択肢の一つに挙げられたこ
とを示すものではない｡ たとえば上記松村[1
935]などは､ ｢米国に限らず全世界銀行界の
視聴が一斉にこの大規模の実験に集中せられ
ていると云うも敢えて過言ではなかろう｣
(下､ p. 22) と評する一方で､ ｢預金保証計
画は……根本的に [銀行破綻に随伴する] 損
失の発生原因を摘除せんとするものでない｡
そもそも米国銀行業が全世界にその類例稀な
る破綻率を有していることは……銀行制度自
体の中に内在する欠陥の現れである｣ との反
対派学者の見解 (Emerson [1934])30) も紹介
し (中､ p. 18)､ ｢[制度の成否は] 将来にお
ける同制度の実際的運用に待つ外はない｣ と
述べている (中､ p. 5)｡
前節でみた米国銀行危機の様相は､ 大
恐慌下の米国経済や金本位制を巡る英米間摩
擦31)などとともに､ 前段に挙げたわが国の諸
雑誌で取り上げられ続けていた｡ そのような
諸情報に照らせば､ 上記反対派学者の見解
連邦預金保険制度は問題に満ちた銀行制
度に施した表面的手当て のほうが､ わが
国の政策担当者や銀行業界人には腑に落ちた
可能性もあろう｡ 実際､ わが国の議会審議の
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過程において預金保険制度が言及されたのは､
1927 年の銀行法案審議における衆議院議員
木暮武太夫の質問中におけるものなどにとど
まっていたようである (後藤 [1968b]､ 金
融制度研究会 [1969] pp. 22-24､ 日本銀行
調査局 [1965] p. 344)｡
筆者が雑誌記事を調べた時期 (1929～1937
年) は､ 臨時資金調整法が公布された 1937
年秋以降を除き､ 少なくとも銀行論壇におい
ては政策批判も含め言論の自由は存在してい
たように思われる｡ たとえば 『銀行通信録』・
『銀行研究』 の誌面も､ 米国の洒脱な銀行広
告32)や開放的な株主総会33)を概ね好意的に紹
介するコラムも散見されるといった自由主義
的 (さらには親米的とも解される) 雰囲気を
保っていた｡ そのような中でも､ 上記のよう
に米国の預金保険制度に関し､ 少なくともわ
が国にとっての現実的な政策的選択肢として
評価する声がほとんど存しなかったのは､
｢(個人主義・自由主義の追求の帰結たる) 世
界恐慌を契機として､ 諸国の経済政策が [所
謂殺人的不景気を打開せんがため] 国家主義
的・統制主義的の資本主義経済政策に転換し
た｣ (藤原 [1933] p. 41) という同時代人と
しての世界情勢観が支配的であったからでは
なかろうか｡ 筆者が当時の論調を管見した限
りで推量するに､ ｢個人主義・自由主義のメッ
カたる米国は､ その帰結としての恐慌や銀行
危機への対応に呻吟し続け 連邦預金保険
制度もその試行錯誤の一環 ､ 既に見習う
べきトップランナーではない｣ といった考え
が､ 銀行関連論壇さらに広くは経済論壇34)に
おいて支配的であったのではあるまいか｡
 既定路線化しつつあった銀行合同政策､
および ｢統制｣ 政策の潮流
慮
おもんばか
るに､ 1930 年代半ばのわが国に身を置
いて日米を比較すれば､ わが国のほうが恐慌・
銀行危機対応､ さらに広くは個人主義・自由
主義に対する制御において先行していたよう
に見えたのかも知れない｡ すなわち 1 節 
で前言したように､ わが国では米国に先立ち
1927 年に昭和金融恐慌が生起し､ 以降､ わ
が国の銀行監督当局は 1928 年 1 月施行の新
銀行法に則り ｢無資格銀行｣ 6 百余行をはじ
めとして中小銀行の大規模な整理・統合を推
進した (後藤 [1981] pp.40-48)｡ 米国にお
いて銀行危機がクライマックスに達した
1933 年初頭､ わが国では既に ｢無資格銀行｣
の猶予期間 (1932 年末まで) が終了し､ 新
たに ｢一県一行主義｣ 政策が提唱されつつあっ
た (同 pp.49-51)｡ 上掲の藤原 [1933] はい
みじくも同時期の論説であり､ 同政策を支持
する立場であるが､ 自由主義者としての立場
が明確35)な春日井薫 (明治大学) さえ､ ｢過
去十数年に亘れる銀行合同政策｣ が ｢地方の
中小企業より成る産業に与えた甚大なる圧迫｣
を顧慮すべきことを指摘し ｢非常時経済の声
に乗じて官僚万能の明治初年時代へ逆転する｣
ことに警鐘を発するにとどまっている (春日
井 [1933] pp. 5, 13)｡
さらに､ 上記のように個人主義・自由主義
に対する制御 (当時の用語では ｢統制｣) を
図ることこそが ｢先進的｣ な政策､ との感覚
のもとでは､ 米国の銀行制度改革もまた､ ｢統
制｣ 政策の一環と解されていた側面があった｡
たとえば先にであげた栗栖 [1936] は､
1933 年・1935 年の銀行法改正を極めて精確
に紹介しているが､ その総評部分では､ 金融
恐慌の沈静化､ 銀行部門の健全化に大きく寄
与したと述べる一方､ ｢公衆 [預金者] の利
益擁護の著しき強調､ これがために健全銀行
制度の樹立が､ 法制をして銀行その他の金融
機関に対する中央政府の統制的支配的権限を
著しく拡大せしめ､ これがために従来法制の
根底をなしておった地方自治の精神とは相当
の距離をもつに至った｣ (p. 122) と､ 中央
集権化､ 金融部門に対する統制強化という政
策的潮流の一環としても解している (春日井
[1936] もこれに類似)｡ 飯田 [1935] にあっ
ては一層直截に､ ｢アメリカ経済においては
(各国共通の統制的傾向が) 最も大規模に､
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且つ明確に行われつつある｡ 新銀行法は……
国家産業復興法と並んで､ アメリカ経済の統
制経済イデオロギーの下に生まれたものに外
ならない｣ (p. 56) と述べている｡
筆者は本稿のいわば姉妹編として書き上げ
た由里 [2010] において､ 1930 年代のわが
国の政策関係者や経済論壇などにおける ｢統
制経済｣ 志向の高まりに関し俯瞰したが､ 上
記のような論調は､ そのような政策潮流と整
合的である｡ すなわち､ 当時の銀行論壇は､
前段でみたように州・地域の行政主権の存続
や多数の小銀行からなる (中央による統制に
とっては不都合な) 分散的金融システムと親
和的な米国の連邦預金保険制度導入を含む
1933 年銀行法をも､ やはり主に ｢統制の強
化｣ の視点で捉える､ というバイアスのかかっ
た見方をしていたのではなかろうか｡
しかしながら他方､ このように当時概して
肯定的に解せられていた ｢統制｣ 的銀行政策
が､ 1 節  で本論の問題意識の一つとして
述べた ｢中小企業の金融円滑化｣ という政策
目的との関連で､ わが国において実効性を発
揮していたかというと､ 同時代の銀行論壇に
おいてさえ否定的な見解も多く見受けられた
(松崎 [1933]､ 松崎 [1935] など)｡
だが､ この問題への対処策に関しても､ 既
存業態・組織の融資機能 (今日流に言えばリ
レーションシップ・バンキング機能) を保全・
活性化すべきという (結果的に米国が採った
ような) 政策対応を求める意見 (松崎
[1935])36) はむしろ少数派であったように見
受けられる｡ むしろ､ 中央政府の主導による
融資・保証制度や専門金融機関・中小企業団
体などの創設を求める論調ないしは中小企業
団体からの要求 (寺岡 [2000] pp. 88-100､
三好 [2008] pp. 50-59)､ あるいはまた､ 大
銀行・地方銀行・信用組合の本支店展開地域
に関し政府の統制を求める論調 (藤原
[1933] p. 54)､ など､ やはり ｢統制｣ 政策
への志向が目立つようになっていったのでは
ないか､ というのが､ 現時点での筆者の認識
である｡ (この点に関しては前述の由里
[2010] を参照｡ ただし当時の組合金融の思
潮や運動の様相をより詳しく検討することは
今後の課題である｡)
4 . 結びに代えて
政策相違の要因として横たわる日・
米の社会的基層の差異
ちょうど 10 年前に上梓された初の著書
『米国のコミュニティ銀行』 (由里 [2000])
の執筆時以来､ 筆者は､ 米国において多数の
小銀行が存続している制度的基盤に､ 米国の
政治・社会・文化的諸要素が横たわっている
のではないか､ との問題意識を有し続けてき
た (同書の第 4 章など参照)｡ そのような筆
者にとって､ 本論の準備過程で出会った河村
[1995] がその ｢はしがき｣ において述べる
次の言葉は､ 極めて印象的であった｡
｢[一国・一民族の存亡をかけた総力戦の
インパクト] は､ 『市場経済』 を超える
『経済の組織化』 を必要とさせる｡ そう
した 『組織化』 は､ 政治・軍事要因､ そ
して一つの社会の構成原理の基層にある
文化要因まで複合されて初めて成立する｡
むしろ､ 存亡の 『危機』 が､ それぞれの
社会の基層をなす社会の構成原理の特質
や文化的特性を､ 戦時の政治・経済の具
体的な姿として増幅させて顕現化させる
ように思われる｡｣ (同 p. v)
本論で扱った時期は､ わが国ではいみじく
も 1931 年の満州事変を機に準戦時体制さら
には戦時体制 (日中戦争) に突入していった
時期に相当する｡ 米国における ｢準戦時｣
(河村 [1995] p. 23 は ｢国防期｣ と呼称) は
1939 年の欧州開戦以降であるが､ 1929 年以
来の大恐慌が既に経済体制の根幹を大きく揺
るがしていた｡ そのなかで進められた ｢ニュー
ディール政策｣ は､ 社会主義思想・運動も台
頭するなか経済自由主義さらには民主主義国
家としての存亡もかけた (少なくとも部分的
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には) ｢市場経済を超える経済の組織化｣ (上
記引用文) であった､ と解することもできよ
う｡
前節でみたように､ 同時代人たるわ
が国の論者たちは､ 経済自由主義・個人主義
のメッカたる米国も､ 河村の言う ｢市場経済
を超える経済の組織化｣ を余儀なくされてい
ることを見て取っていた｡ しかし､ その組織
化の原理を ｢(各国共通の) 統制経済イデオ
ロギー｣ (飯田 [1935] p. 65) にのみ帰する
のでは､ 米国の状況に関する理解として不十
分であった｡ 栗栖 [1936] がいみじくも米国
の法制の根底をなすものとして指摘しつつも
｢[新銀行法が] 相当の距離をもつに至った｣
(p. 122) と､ その退潮を見て取った ｢地方
自治の精神｣ は､ 実は以下で引用する諸発言
のように､ 決して退潮してはいなかった37)の
である｡ そしてそれら発言に表れた中央政府・
ニューヨーク金融街に対する不信感､ 他方に
おいて州権・コミュニティ (所在の私企業
[含小銀行]) の自律性へのこだわりこそ､
｢米国社会の基層をなす社会の構成原理の特
質や文化的特性｣ (上記河村 [1995] 引用文)
の不可欠な部分をなし､ そのこだわりの強さ
Turner [1893]の言う米国の ｢特異性｣
(由里 [2000] p. 147) に相当しよう こ
そが､ 世界的にも先例のない国営預金保険制
度という ｢大規模の実験｣ (松村 [1935] 下､
p. 22) へと向かわしめたのではなかろう
か38)｡
｢[銀行預金の安全性に対する信頼は] 私
企業にとり､ また米国債の円滑な消化に
とり不可欠である｡ それは収入の増加､
利益の拡大､ そして悪しき [vicious]
また腹立たしき [vexatious] 増税とい
う方法によらずして政府予算を成り立た
せることを可能にするのである｡｣ (スティー
ガル下院議員､ 1933 年；Flood [1992]
p. 66)
｢米国から小銀行が消えようとしていた｡
少数の者がニューヨークから全米中の信
用供与を支配するという､ 米国の危機が
迫っていた｡ 上院および下院は､ 銀行預
金保証 [guaranty] 法案を通過させる
ことで､ 恐慌の悪しき進行を転換させ小
銀行を救う初の行政的手段を打ったので
あった｡｣ (ヴァンデンバーグ上院議員
[民主党－ミシガン州]､ 1933 年；Gole
mbe [1960] p. 197)
｢銀行はそれぞれの [本店所在] コミュ
ニティにとって確かに有益なものである､
この道理 [principle] をわれわれ [立
法当事者] は立法によって保持せねばな
らない｡ それゆえにこそ､ 銀行資源およ
び銀行支配力の一局集中､ 少数者の手へ
の集中は健全な公共政策に悖
もと
るのである｡
われわれは頑健で安定した諸銀行を求め
る｡ それと同時に､ 各コミュニティは自
身の資金を自らの境界内に留め置き活用
することが可能でなければならない｡｣
(ルーズヴェルト大統領 [当時ニューヨー
ク州知事]､ 1932 年；Burns [1974] pp.
99-100)
それに対してわが国では､ 小銀行の消滅や
中小企業の金融逼迫化が､ 社会の構成原理
(米国における地方自治や ｢コミュニティ｣
のような) に関わる問題とまでは捉えられず､
金融・経済領域の問題にとどまる (さらに同
領域においてもあるいは優先度は高くない)
傾向があったように見受けられる｡ そしてそ
れら問題の対処方法として､ 前節でもその一
部を見たように政府系金融機関や中小企業団
体・系統金融組織の整備・強化が提唱され実
行されるなど､ 中央政府や ｢帝都｣ 東京中心
の組織化に期待する傾向が見受けられ､ ある
いはそのような政府・中央の役割への期待・
志向性こそが戦前 (あるいは現在に至るまで)
の日本社会の構成原理であったのではあるま
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いか､ とも思わせられる｡
すなわち､ 本論で見た米国の連邦預金保険
制度およびわが国の銀行合同政策に関しても､
各々の政策が採られた重要な要因の一つに､
それぞれの国において通時的に政策形成の基
底をなす､ 社会の構成原理の相違があるよう
に思われる｡ そのように通時的な社会的要因
を措定することにより､ その後 ｢戦時期｣ が
終了し日米ともに戦後の成長期を経て現在に
到るまで､ 両国の銀行監督制度そしてそれに
規定された銀行産業組織が再び (1930 年以
前のように) 小銀行政策39)および小銀行の多
寡に関して類縁性を回復することはなかった
すなわち 1930 年代が歴史的分岐点になっ
た ことが､ より良く理解できるように思
われる｡
もちろん､ そのような検討作業は本来､ 銀
行監督制度のより多岐にわたる諸側面に関し
てなされる必要があり､ 1930 年代前後の預
金保険制度論議 (そして副次的に銀行合同政
策) のみを扱った本論は､ ほんの試論ないし
序論の域を越えるものではない｡ しかし､ 米
国のコミュニティ銀行の様相を伝えれば伝え
るほどに､ 読者から ｢その話がわが国の地域
金融にとっていかほどの意味を有するのか｣
との感想を多く耳にしてきた40)筆者にとり､
本論がその ｢日本の銀行制度・産業組織を当
然の前提とする読者が米国の様相を伝えられ
た際の違和感｣ のよってきたるところを探る､
中長期的な試み41)の出発点となることを期し､
ひとまずの結びとしたい｡
【付記】本論は中京大学企業研究所平成 21
～22 年度プロジェクト研究助成 (プロジェ
クト名 ｢わが国のコミュニティ・バンクの揺
籃期に関する研究｣) の成果である｡
注
1 ) 米国の預金保険制度 (現行のそれは 1991 年改
正預金保険公社法 [FDICIA 法] に拠
よ
る) に
は､ ｢システム・リスク例外措置｣ と呼ばれる
too-big-to-fail 措置の根拠規定が存在する
(Macey et al. [2001] pp. 745-746；Dabs
[2004] p. 149；翁 [2002] pp. 71-74)｡ 同規定
は､ FDICIA 法が規定する ｢最小費用処理原
則｣ どおりに破綻銀行処理を行えば経済や金
融システムに甚大な悪影響を及ぼすと､ FDI
C､ FRB､ 財務長官が米国大統領にも諮
はか
った
上で合議・決定した場合には､ 当該銀行を預
金保険の費用負担で公的に救済することがで
きる､ とする｡ 米国の金融監督当局の見解は､
どの大手銀行が too-big-to-fail の対象か予め
決められてはいないとし､ またそもそも too-
big-to-fail が実際に発動される可能性に関し
否定的であった (American Banker, Jun. 4,
2001, pp. 1 & 4; Business Week, Feb. 4, 2008,
pp. 32-34)｡ しかしながら､ 金融業界・金融
経済学者・経済メディアなどの間では､ かね
てより too-big-to-fail の対象範囲がある程度
存在しているとの見解が少なくなかった｡
2 ) 実際､ 同規制改革法により､“too-big-to-fail”
救済措置の対象となるような大手銀行を清算
するための仕組が規定され､ かつ､ 同措置対
象の大手銀行諸行に集団的に清算コストを事
後負担させる清算ファンドの制度が定められ
た (ABA Banking Journal, Aug. 2010, pp.
40-46；小立 [2010] pp. 33-34)｡
3 ) 現にオバマ政権・連邦議会の制度改革論議は､
｢現行制度では (小銀行の過度の保護の懸念よ
りもむしろ) 大手銀行が過度に保護されてし
まう｣ という捉え方に基づいてきた (それが
｢ウォールストリート憎し｣ の国民感情に影響
されている面があるとはいえ) (Bloomberg
Businessweek, Sep. 27, 2010, p. 44)｡ 上記注
2) で述べたような大手銀行諸行の自己負担に
よる清算ファンド制度や､ 同じく同規制改革
法が定める FDIC 預金保険料賦課に関する総
資産準拠方式 (総資産額／預金額の比率の高
い大手銀行が小銀行よりも割高に負担；ABA
Banking Journal, Aug. 2010, p. 41, Ameri-
can Banker, May 20, 2009, pp. 1 & 3) など
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は､ 本論で見ていく大恐慌時代の連邦預金保
険制度論議以来の ｢小銀行を (過度に) 保護
するための (経済原理を逸脱した) 制度｣ と
いう連邦預金保険制度に対する批判的指摘が
今般の規制改革論議において覆
くつがえ
されたことの
表れと考えられる｡
4 ) Wicker [2000] は米国の先行研究を十分斟酌
し､ なおかつ大恐慌当時の連邦準備銀行デー
タや新聞等をも用いた近年の詳細な論考であ
る｡ なお､ 向笠 [2003] (連邦預金保険制度の
成立を主題としているため本論では 3 節で紹
介) も､ そのⅠ節 ｢背景―地方銀行の経営破
綻と 『銀行恐慌』｣ において既往研究に基づく
同銀行危機の概観 (主に平田 [1969]､ 次いで
Wicker [2000] および Hamilton [1985] な
どに依拠) を行っている｡
5 ) Wicker [2000] p. 26 の月別銀行破綻データ表
(1929 年 8 月～1931 年 3 月) により筆者集計｡
6 ) Wicker [2000] p. 67 の月別銀行破綻データ表
(1931 年) により筆者集計｡ 次の ｢第 3 波｣
に関しても同じ｡
7 ) Wicker [2000]は 1933 年の第 4 波を､ 第 3 波
までの ｢危機 (crisis)｣ という呼称ではなく
｢恐慌 (panic)｣ と称している｡
8 ) 都市部 (とりわけ中西部工業地帯などの 1920
年代の高成長都市) の諸銀行の業況悪化要因
の一つは､ 各都市の新郊外域などにおける住
宅・商業不動産向け融資の延滞・支払不能増
加と担保不動産の価額急落との相互作用であっ
た (Wicker [2000] p. 69-70､ 平田 [1969] pp.
114-133)｡
9 ) Kingdon [1984] pp. 176-177 は､ 特定の政策
課題がアジェンダ (議会などの検討課題) と
なる条件を ｢政策の窓 (policy window)｣ と
いう概念にまとめ､ それは① ｢問題の窓
(problem window)｣ と② ｢政治の窓 (politi-
cal window)｣ とに区分できる､ と述べる｡
①の ｢問題の窓｣ は多くの政策関係者に ｢こ
れは明白な 『問題』 だ｣ と感じさせるような
｢喫緊の問題｣ であり､ 広範な国民の関心を引
付ける (危機的・象徴的) 事件 (本論との関
係では銀行危機) の発生や､ 国民が身近に実
感できるような困った状況の継続・深化 (同､
失業率の高止まり) が代表的なものである｡
②の ｢政治の窓｣ は政治家 (大統領・議員)
に対し､ 国民の目に明らかな立法成果を要請
するもので､ 大統領選挙における政権公約
(とりわけ政治的潮流の変化時における) が代
表的なものである｡ なお､ 筆者は由里 [2000]
pp. 202-207 において､ より詳しく Kingdon
モデルを解説している｡
10) 復 興 金 融 公 庫 (Reconstruction Finance
Corporation) は､ フーバー政権下の 1932 年
初頭に､ あらゆる銀行 (債務超過の場合を除
く) に緊急融資を行いうる連邦政府組織とし
て設立されたが､ 連邦準備制度加盟銀行を対
象に緊急融資を行いうる FRB との役割分担
が明らかでなく､ 1933 年初の銀行危機ではむ
しろ両者ともに責任を回避する傾向があった
(Wicker [2000] pp. 109, 119-120)｡
11) 1933 年銀行法に関連する連邦預金保険制度以
外の金融制度､ すなわち連邦準備銀行 (FRB)
制度や FRB 等による銀行規制・監督制度に
まで視野を拡げれば､ もちろん一層多くの研
究蓄積がある｡ 同法ならびに 1935 年銀行法を
広く米国金融規制制度史の中に位置づける､
文献レビューの役割も果たす論考として､ 須
藤 [2003] を挙げておく｡
12) 連邦預金保険をはじめて提唱したのはウィス
コンシン州選出の W. T. Price 議員で､ 1886
年のことであった｡ 1933 年銀行法において同
制度が実現するまで､ 149 の法案が頓挫し続
け､ それらのうち一議院でも通過したのは､
1913 年と 1932 年のみであった (Vedder
[1965] pp. 17-18)｡
13) Kingdon [1984] (注 9 参照) は､ 政策提案の
主唱者または政策案に脚光を浴びせるため努
力する人を ｢政策起業家 (policy entrepre-
neur)｣ と呼び､ 多くの立法化実現事例で重
要な役割を果たすことが例証された､ と述べ
る (Kingdon [1984] pp. 129-130, 188-193)｡
政策起業家は ｢子飼の解決策 (pet solution)｣
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が登用されるよう議会の内外で画策を続け､
｢政策の窓｣ が開くや短期間にスパートをかけ､
当該政策案の実現可能性を高める､ という｡
そして ｢政策起業家｣ の属人的資質として粘
り強さ (persistency)・説得力 (advocacy)・
政治的駆引 (brokerage) を挙げる｡ スティー
ガル議員をこの理論に照らし合わせると､ 連
邦預金保険制度が同議員の ｢子飼の解決策｣
であったことは間違いないが､ Golembe
[1960] p. 182 も指摘する ｢粘り強さ｣ はとも
かく､ 他の資質では必ずしも長じていなかっ
たように思われる｡ しかしその ｢粘り強さ｣
は､ 同僚のヒル議員が ｢連邦預金保険制度案
をわが子のように育て十数年間もその実現の
夢を捨てず努力を続けた｣ と賞賛した
(Veddar [1965] p. 23) ほどのもので､ 大統
領や議会実力者 (グラス議員) もそれに対し
いわば ｢根負け｣ した､ という側面があった
のかも知れない｡
14) Golembe [1960] p. 182 が挙げる 3 つの主要
因の他の 2 つは､ 時の情勢 (the times)､ お
よび､ 通貨システム安定化を求める集団と銀
行業界の既存構造の保持を求める集団という
(かつては) 別種の利害を有していた 2 集団が
揃って立法化を支持したこと､ である｡
15) Flood [1992] の PDF 版のアドレスは http:/
/research.stlouisfed.org/publications/revie
w/92/07/Deposit_Jul_Aug1992.pdf｡ なお､
同論考をはじめ､ FRB・地区連銀の研究誌等
所載の諸論考は､ サンフランシスコ連銀ホー
ムページ中の検索サイト (http://www.
frbsf.org/publications/fedinprint/index.
html) から探し当てられることが多い｡
16) Flood [1992] p. 56 では“dual banking sys-
tem”(二元銀行制度) および“unit bank”
(単店銀行) の擁護者たち､ という意味で記さ
れているが､ 以下の注 17 および注 18 から理
解されるように､ それらを擁護することは
｢小銀行主体の銀行システム｣ を擁護すること
に概ね帰着するため､ ｢小銀行擁護派｣ と本論
では呼称する｡
17) ｢二元銀行制度｣ とは､ 連邦政府と州政府の双
方が銀行認可・監督権限を有し ｢国法銀行｣
と ｢州法銀行｣ とが併存する制度のことで､
連邦制国家としての米国の国家体制の根幹に
根ざし､ また ｢州法銀行｣ 制度により各コミュ
ニティ (地域社会) の金融ニーズにより良く
応えられる､ とされる (少なくとも ｢二元銀
行制度｣ 擁護派は銀行制度に関わる諸論議で
そう主張し続け近年に至るまで効果を上げて
きた) (高木 [1986] pp. 99-105)｡
18) ｢単店銀行｣ は､ 支店を有せず本店一カ所のみ
で営業する銀行のことで､ 1930 年時点で米銀
23,679 行の約 97％を占めていた (Fischer
[1968] p. 31)｡ 単店銀行は各町村の地元経営
者によって担われ､ 彼らの多くは､ 支店制銀
行やその ｢雇われマネジャー｣ たちよりも地
元貢献意識の高い単店銀行のほうがコミュニ
ティにとって有用､ との自覚と政治的主張を
有していた (高木 [1986] pp. 105-107, 112；
由里 [2000] pp. 172-175)｡ また､ 支店制銀
行が州境を越えて拡張することを禁止したり
州内の支店規制を強化したりするうえで ｢二
元銀行制度｣ が極めて有用であったため､ ｢単
店銀行｣ の支持派は概ね ｢二元銀行制度｣ の
堅持をも主張する (本文で後の ｢d) 望まし
い銀行監督制度の姿｣ 参照)｡
19) 戸田 [1985] および Economides et al. [1996]
などを参照｡
20) ルーズヴェルト大統領からも､ 1933 年 4 月､
付保制限を設けるよう強い要請があった｡ そ
の理由は､ 保険基金への政府拠出額をより小
さくするため､ また､ 結果的に大口預金者の
ほうが預金保険制度により大きな利益を得る
ことがないように､ ということであった
(Vedder [1965] p. 28)｡
21) 1933 年銀行法による連邦預金保険制度が､ リ
スクに応じた保険料率という保険の制度設計
の基本を欠いていることに対する批判は､ 金
融経済学者からも発せられていた (たとえば
Emerson [1934] pp. 243-244 ､ Whittlesey
[1935] p. 13)｡
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22) このイメージ形成に少なからず寄与したのが､
ピューリッツァー賞を獲得した 1931 年
Chicago Tribune 紙上の John McCutcheon
作の風刺画 (Encyclopaedia Britannica, Inc.
[1976] p. 108) である｡ ベンチに座った一文
無しの男にリスが ｢好景気の時に少しは貯金
しなかったの？｣ と聞き､ 男が一言“I did”
と答える (そのそばには ｢銀行破綻の被害者｣
と記した紙きれ)｡ 同風刺画は Flood [1992]
(注 15 参照) p. 63 にも掲載されている｡
23) 小銀行業界においては､ 議会内の ｢小銀行擁
護派｣ にも増して預金保険反対の傾向が強かっ
た｡ その反対理由としては､ 二元銀行制度が
脅かされるとの危惧と支店制銀行 (既に連邦
準備制度に加盟し預金保険加入資格は確実)
への警戒心に加え､ 銀行業界からの拠出金で
維持する預金保険制度の料率が (州単位での
預金保険の頓挫の経験から) 銀行収益を圧迫
するほどに割高になるのではとの危惧､ など
もあった (Keeton [1990])｡
24) ロー [1996] pp. 35-43 および由里 [2000] pp.
171-176 を参照｡
25) グラス議員が小銀行擁護派に歩み寄った最大
の原因とされるのは､ 同議員を ｢ウォールス
トリート側の人物｣ と名指しし前回の議会会
期にはグラス銀行法案の議事妨害 (filibus-
ter) まで行っていたロング (Huey Long)
上院議員 (民主党－ルイジアナ州) が､ スティー
ガル議員と共闘を組む動きを示し､ ｢小銀行存
続のための連邦預金保険制度｣ を提唱したこ
とであった｡ ロング議員の影響力 (煽動力と
の見方もある) は大きかったので､ この動き
は実際に小銀行擁護派や小銀行業界の預金保
険に対する嫌疑心を解消させる効果をもった｡
グラス議員はこれを見てスティーガル議員に
歩み寄る姿勢を強め､ 反二元銀行制度的な法
案条項の修正に応じるようになった｡ (以上､
Flood [1992] p. 71､ ロング議員とグラス議員
との確執に関しては向笠 [2003] pp. 61-62｡)
なお White [1982] は､ この 1933 年の論議を
含め 1864 年以来の連邦議会における銀行制度
論議で､ 小銀行・二元銀行制度の擁護派こそ
が最大の影響力を発揮し続けてきた､ と論じ
ている｡
26) リレーションシップ・バンキングの理論 (1
節参照) でよく用いられる言葉で言えば､
銀行と借り手との間の ｢情報の非対象性｣ が
高まった､ ということになる｡ Bernanke
[1983] は､ Diamond and Dybvig [1983]
(引用されているのは 1981 年草稿) など当時
まだ揺籃期にあった ｢情報の経済学｣ という
｢ミクロ的基礎｣ を用いた信用理論 (リレーショ
ンシップ・バンキングの理論の基礎ともなっ
た) を援用している｡
27) “ credit view” 論 (Freixas and Rochet
[2008] pp. 196-209) は､ わが国の 1990 年代
不況期における金融政策の波及過程に関して
も実証的妥当性が認められるとされ (小川
[2003] pp. 162-164, p. 190)､ 今日では金融
経済学の標準的理論の一つとして大学学部レ
ベルの金融経済学教程の一部ともなっている
(たとえば竹田 [2005] pp. 230-233)｡
28) 雑誌記事索引 (『雑誌記事索引集成 [社会科学
編]』 [皓星社]､ 第 48 巻 [1996]､ 第 51 巻 [1
997]､ および第 52 巻 [1997]) に依拠し､ 具
体的には 『経済学文献大鑑』 [1937 年 5 月刊]､
『経済時報』 [1935 年 12 月～1937 年 2 月刊]､
『経済学雑誌』 [1937 年 1 月～12 月刊]) の関
連分類項目を通覧した｡ また､ 同索引検索を
通じて米国銀行制度関連の考論等が多く載せ
られていることが分かった 『調査月報』 (大蔵
省理財局)､ 『銀行通信録』 (東京銀行集会所)､
『銀行研究』 (文雅堂) の 3 誌については､ 当
該発行時期に刊行された各巻の総索引または
(総索引なき場合) 各号の目次を通覧した｡
29) 中村 [1985] pp. 170-171 は､ 1920 年代にお
いて ｢日本の財政金融当局は､ つねにイギリ
スとアメリカに対する信頼の上にたっていた｣
こと､ それに対して 1932 年の上海事変・満州
国建国以降円ブロック形成が国是となって以
降は従来の良好な対英米関係は否定されてい
かざるをえなかったこと､ を述べている｡ 大
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蔵省理財局 『調査月報』 における米国関連調
査の多寡にも､ あるいはこのような対外関係
の潮流変化が影響しているのかもしれない｡
30) Emerson [1934] の原文 (p. 240､ p. 244 な
ど) では､ 本文中の松村 [1935] 引用文ほど
には､ 自国の銀行業界の惨状を強調してはお
らず､ ｢世界に冠たる強国､ 富める経済にあっ
て相応の銀行システムにはなっておらず､ 他
の強国の銀行システム同様の安全性・健全性
を達成する必要がある｣ との趣旨が述べられ
ている｡ このあたりの邦訳・要旨紹介に際し
てのニュアンス上の置き換えにも､ 本文です
ぐ後述する米国の恐慌対応策さらには自由主
義的な経済運営の原則に対する総じて低めの
評価が影響しているように思われる｡
31) 『銀行研究』 第 26 巻 2 号 (昭和 9 年 2 月) の
｢海外新思潮｣ コーナー pp. 170-177､ 『世界
経済攪乱者たる米国』 ("America as a world
disturber," Banker's Manager's, Dec. 1933
[筆者は原典未確認､ 文章の内容からして英誌
と推察される])｡
32) 『銀行研究』 第 30 巻 3 号 (昭和 11 年 3 月) p.
146､ 同第 33 巻 2 号 (昭和 12 年 8 月) p. 168
など｡
33) 『銀行通信録』 第 590 号 (昭和 10 年 3 月 20 日)
p. 238｡
34) 銀行論壇よりもはるかに広範な経済論壇一般
に関しては､ 筆者の文献渉猟ははなはだ不十
分ではあるが､ 『東洋経済新報』 の 1930 年代
の諸巻を通覧してみた限りでも､ 米国の経済
状況ならびに経済政策運営に対する評価は
｢資本主義経済の深刻な行き詰まり (自然回復
機能の不全) に対して､ はなはだ不十分な施
策しか採られていない｣ というものであった
ように見受けられる｡ (代表的なものとして同
誌 1933 年 11 月 25 日 pp. 25-47 ｢米国財界問
題報告会｣ (座談会録) を参照｡ なお､ 同報告
会は連邦預金制度制定を含む 1933 年銀行法成
立後まもなくのものであったにもかかわらず､
その動きは言及されておらず､ 金融分野に関
しては ｢金融機関の資本主義的行動に対する
政府統制が実質未着手で問題が特に多い｣ [小
島精一発言､ p. 27] といった評価が支配的で
ある｡)
35) たとえば､ 既に 2.26 事件を経て経済全般にわ
たり国家統制強化の流れが明白になっていた
中で記された春日井 [1937] を参照｡ 同 p. 15
には､ (自由主義経済の原則たる) ｢見えざる
手｣ による自然的調節がもたらす ｢長きに過
ぐる｣ 弊害に対する ｢統制｣ のみが是認され
うるに過ぎない､ との主張が表明されている｡
36) 松崎 [1935] p. 14 は､ ｢今日までも相当に中
小商業金融には尽してきた｣ 信用組合・貯蓄
銀行・無尽会社が ｢方法さえ考え直すならば｣
中小商業者に対する金融は十分可能で､ [当時
商工省が議会に提案していた商工中央金庫な
ど] ｢そう新たなものを作るには及ばない｣､
と述べている｡
37) ｢地方自治の精神が退潮してはいなかった｣ こ
とは､ 本論の 2 節でみた 1933 年銀行法に先立
つ論議のほか､ 1935 年銀行法制定に際してス
ティーガル議員の反対により連邦預金保険制
度加入要件から連邦準備銀行への加入という
条件が削除されたこと (Vedder [1965] p. 70)
によっても､ より明らかである｡ その擱筆時
期として 1936 年 2 月という記載があり､ 1935
年銀行法についても解説している栗栖 [1936]
が､ 連銀加入条件削除には言及せず ｢被保険
銀行の拡大｣ に関し簡記するにとどまってい
るのは､ あるいは当時において議会の論議の
内容を追うことまでは難しかったのかも知れ
ないが､ やはり検討不足の感はある｡ 加うる
に松村 [1935] も､ 前掲注 30 のように
Emerson [1934] の原文にあたるという綿密
な連邦預金保険制度の検討を行っている割に
は､ 本論でみたようなスティーガル議員の農
業州・小銀行を代弁する議論には言及してい
ない｡ あるいは米国議会での論議に関する資
料的制約があったにせよ､ 松村 [1935] にあっ
ても栗栖 [1936] にあっても､ そもそも議会
制民主主義的伝統の浅い当時のわが国におい
て米国議会における論議の内容に対する関心
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が薄かったことを反映している､ という可能
性もあろう｡
38) 本論では連邦預金保険制度の成立の経緯に焦
点を当てており､ 松村 [1935] の言う ｢大規
模の実験｣ の実施段階に関しては考察の対象
外ではあるが､ 小林 [2009] pp. 357-358 によ
れば､ 同制度の制度設計のみならず運用 (特
に銀行破綻処理) においても､ 各地域の金融
組織の継続性に関する配慮はなされた｡
39) 後藤 [1968a] は､ わが国明治前期の国立銀
行制度が米国の“national bank system”に
倣ったこと (同 pp. 1-2)､ その後小銀行の
｢濫設｣ を問題視する声が銀行業界などからも
しばしば起こり (同 pp. 37-38 など) 大蔵当
局もまた明治 30 年代初頭には英国のより集中
度の高い銀行システムを志向するようになっ
た (同 pp. 48-50 など) ものの､ 結局は昭和
金融恐慌に至るまでその基底において米国的・
自由主義的な銀行制度が存続したこと､ を論
じている｡
40) 高木ほか [1999] pp. 7-8 は､ ｢……では｣ と
いう形で海外主要国の先例を (日本の金融シ
ステムにとっても望ましいもの､ とのニュア
ンスで) 持ち出す論法を ｢出羽守アプローチ｣
と呼び､ そこでは､ そのような他国の先例が
当該国や制度成立時の時代の個別性あるいは
特殊性にどの程度起因し､ どの程度普遍性・
一般性を有するものなのか､ 識別することの
困難さが看過されがち､ と指摘する｡
41) ｢4.結びに代えて｣ の冒頭に紹介した河村
[1995] の述べる (各国の) ｢政策形成の社会
的基層｣ という視座は､ 銀行 (制度) 論の既
存研究が意識的に取り扱うことが稀であった
見方である｡ 本論の同節でも結局あまり議論
を展開することはできなかったが､ ｢預金保険
制度 さらには小規模金融機関が卓越的な
銀行産業組織 の受容・非受容の社会的基
層｣ は､ 筆者にとりやはり関心が向かわざる
を得ない考究対象である｡ それに取り組むた
めには政治学・社会学・米国文化論など銀行
(制度) 論以外の諸研究や議会/国会議事録等
の史資料の検討も必要と考えられ長い道のり
ではあろうが､ 今後の継続的課題と位置づけ
ておきたい｡
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